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研究成果の概要（和文）：　本研究の主な成果はELF概念理解の深化、高等教育、特に英語を媒介とした授業
(EMI)でのELF使用実態の解明―EMI環境下、多様な言語文化背景の学生がELFを用い如何にコミュニケーションを
図っているかを明らかにする-と同時に、学生のELFコミュニケーションへの意識及び英語力の捉え方の変化を質
的分析で詳細に描写、加えてビジネス現場の多様なELF使用の実態を明らかにし、また、アジアでのビジネスピ
ープルインタビュー調査では多言語多文化背景の中でのELFコミュニケーションの多層性、多様性を浮き彫りに
した。最後に、これらに基づいたELFに対する意識変革と教育への示唆と提言も成果として挙げられる。

研究成果の概要（英文）：   The results of this research are threefold: deepening the understanding 
of ELF, explicating the reality of ELF use and attitudes towards ELF in both business and academic 
settings, and considering the implications for language pedagogy for enhancing English education of 
future global citizens. The ELF use in academic settings is explored in EMI (English-medium 
instruction) settings, where it is found students from various linguacultural backgrounds 
communicate effectively, deploying multilingual resources in their communication. The research has 
also explicated changes and differences in students’ attitudes towards ELF communication. The 
investigation into business settings has revealed business people are keenly aware of the diversity 
of ELF use and communication, which is made even clearer through interviews of business people in 
Asian business settings, where the use of ELF, the local language and the corporate language is 
intertwined in a complex and multilayered manner.

研究分野： 応用言語学、共通語としての英語(ELF)、デイスコース・会話分析、語用論、英語教育

キーワード： 応用言語学　ELF　英語教育　ESP　社会言語学

  １版

令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
  国際共通語としての英語 (ELF) 使用は国内外で急激に増加している。本研究ではELF使用の実態調査をビジネ
ス及び高等教育双方の現場でアンケート調査、インタビュー、実際のやり取りの録音という形を組み合わせ実
施、会話分析、談話分析的手法及び民俗誌学的な視点も取り入れつつ、デイスコース、プラグマテｲックレベル
でのコミュニケーション上の問題点に注目しながら詳細な質的分析を行い、実際のELF使用場面で何が起こって
いるかを調査、ELFコミュニケーションで求められている英語力とは何かを解明し、グローバル人材育成の為の
英語教育に積極的に貢献しようと意図した点で学術的にも社会的にも意義深い。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 
１． 研究開始当初の背景 
過去 20 年程で、共通語としての英語 (English as a Lingua Franca – ELF) 使用は国内外で

急激に増加している。しかし、この ELF 使用の現状を、日本人 ELF 使用者に焦点をあて、実
際にその使用の現場で調査をしている研究は研究開始の時点でまだほとんどなかった。本研究
では日本人の ELF コミュニケーションの実態調査をビジネス及び高等教育の現場でアンケー
ト調査、インタビュー、実際のやり取りの録音という形を必要に応じ組み合わせて行い、会話
分析、談話分析的手法及び民俗誌学的な視点も取り入れつつ、デイスコース、プラグマテｲック
レベルでのコミュニケーション上の問題点に注目しながら詳細な質的分析を行い、実際の ELF
使用場面で何が起こっているかを明らかにし、ELF コミュニケーションで求められている英語
力とは何かを解明、英語教育に積極的に貢献しようと意図したもので、その意義は深く、この
種の研究調査が強く望まれる状況下であった。 

ELF コミュニケーション主体者は主として今まで英語の非母語話者とされていた人々で、例
えば、日本人とインドネシア、ベトナム、韓国、中国、ブラジル、ナイジェリア人等が英語を
共通語として商談や研究を行う例が挙げられる。このようなコミュニケーションは過去十数年
で格段に増え、今後益々増加すると予想される。ELF 研究は特にヨーロッパを中心に過去 20
年ほどで目覚しい発展を遂げており(Jenkins 2000, 2007, 2014, J, Mauranen 2006, 2012, 
Seidlhofer 2001, 2003, 2004, 2011, Seidlhofer & Widdowson 2009, Widdowson 2012, 2013)、
アジアでも過去 10 年程、目覚ましい展開をみせている(Kaur 2009, 2011, Kirkpatrick 2010, 
Murata & Jenkins (eds.) 2009)。しかし、日本人 ELF 使用者の、特にアジア地域での使用実
態調査、及び、英語及び ELF 使用への姿勢、受け止め方の研究調査はまだ限られており、特
に文科省が、将来のグローバル人材育成を高く謳っている状況で(MEXT 2011, 2014)、グロー
バル人材が使用することが多いであろう共通語としての英語(ELF)の使用実態調査の必要性が
望まれる状況下にあった。 

 
２．研究の目的 
本研究の目的は、(1)日本人による共通語としての英語(English as a Lingua Franca-ELF)コ

ミュニケーションの実態を把握、(2)日本人 ELF 使用者に求められるコミュニケーション能力
は何であるかについての具体的、且つ、現実的な ELF コミュニケーション能力の解明、(3)こ
れを基に実際に求められる ELF コミュニケーション能力育成の為の具体的な英語教育への提
案を行うことであり、主として以下の 4 点を明らかにすることを具体的な目標として掲げた。 
(1)ELF に関する既存研究実態把握及び理解の深化、同時に問題点の洗い出しと検討 
(2)ELF コミュニケーションの更なる実態録音調査（ビジネス及びアカデミックコンテクスト
録音調査及び事後インタビュー）と質的分析、これに基づいた具体的且つ現実的な ELF コ
ミュニケーション能力の実態解明 

(3)ELF コミュニケーションの意識調査（アンケート及びインタビュー調査 - 学生、教員、ビ
ジネスピープル）と詳細分析。特にインタビューに関しては長期的視点も取り入れ、ELF
による授業、コミュニケーションを体験した学生の入学時と卒業時での ELF に対する意識
変化追跡調査、ELF コミュニケーション能力の掌握と上記(2)の結果も踏まえて考慮した意
識改革の方法 

 (4)上記(1)-(3)の結果を有機的に結びつけ、今後必要とされる具体的且つ現実的 ELF コミュニ
ケーション能力の策定とこの ELF 使用の現実を踏まえた能力育成の為の英語教育及び英
語教育政策・方針への具体的且つ実現可能な提案 

 
３．研究方法 
本研究では具体的に次の方法を用いてデータの収集及び、調査・分析を実施した。 
(1) ELF の既存研究、あるいは現在進められている研究の詳細な調査・検討と国内外の研究者

との意見交換、及びワークショップ開催による研究の深化（主として H26-29 年度） 
(2) 日本人のELFコミュニケーション現場での実態録音調査（ビジネス及び大学教育でのELF

使用場面で録音と事後インタビュー）（主として H26-29 年度及び H30 年度） 
(3) ELF コミュニケーションとこれを到達目標とすることへの意識調査（英語教員、学生、ビ 

ジネスピープルへのアンケート調査（H27-29 年度）及びインタビュー（主として H26 及
び H29-30） 

(4)上記 (1)-(3)の結果を有機的且つ総合的に踏まえての具体的且つ現実的 ELF コミュニケー  
ション能力の策定、及び、具体的な英語教育への提案、及び国際シンポジウム開催(H30) 

 
４．研究成果 
(1)研究の主な成果 
本研究の主な成果は ①ELF 概念理解の深化 ②1)高等教育、特に英語を媒介とした授業



(English-medium Instruction – EMI)での ELF 使用実態の解明及び 2)EMI や英語に対する学生
の姿勢及びビジネスピープルの ELF 使用の実態と英語及び英語教育への態度 ③これに基づい
た ELF に対する意識変革と教育への示唆の３点が挙げられる。以下に順を追い、説明する。 
① ELF 概念理解の深化 
理解の深化に関しては主として、１）ワークショップの開催、これに基づく 2)Working Papers 

の発刊によるところが大きい。特に国際ワークショップは前 ELF 関連科研から毎年開催を開始
し、H26-30 年度には合計 5回を開催、この間、毎年の国際ワークショップ参加の研究者を中心
に、更に ELF 概念理解の深化及び研究発展を目指して、H28 年 4月に大学英語教育学会(JACET)
の研究グループ(Special Interest Group – SIG)として ELF SIG が設立されるまでに至った。
以下に、各回の詳細を記す。 
１）ワークショップの開催 
H26 年度より 30 年度まで、毎年国際ワークショップを開催（この他に毎年数回一般ワーク 

ショップも開催）、毎年のテーマに沿い、ELF の分野で国際的に活躍する研究者を基調講演ある
いはパネル討論者として招聘すると同時に、指定討論者としても活躍して頂いた。基調講演、
パネリスト等として招聘した研究者は H26 年度はウィーン大のウィドウソン、サイドルホッフ
ァー両教授及びテルアビブ大のショハミ教授、パネリストの一人として中国の Ying Wang 博士
（成果の詳細については、Murata(ed.)2015,2016 等参照）、H27 年度はロンドン大コゴ博士、
香港教育大ワン博士、ウィーン大ピッツエル博士、H28 年度はヘルシンキ大モーラネン教授、
ストックホルム大クテｲバ教授、H29 年度はメルボルン大マクナマラ教授、ロンドン大ターナー
名誉教授、本研究の最終年度であった H30 年度はウィーン大学ウィドウソン、サイドルホッフ
ァー両教授及びパラナ連邦大ジョルダオ教授を基調講演者として、マラヤ大ハシㇺ、ブリテイ
ッシュ・コロンビア大久保田、湖南大パーク、北京外国語大ウェン各教授をパネリストとして
招聘した。これに加え、H27-29 年には第 1-3 回 EMI-ELF ワークショップも毎年開催、EMI を ELF
の視点から研究しているウィーン大 Smit 博士、クィーンズ大のカークパトリック教授、ストッ
クホルム大ビョークマン准教授を各年に招聘し(Waseda Working Papers in ELF, Vols,4-8 参照）、理解を
深めた。 
 
2)Working Papers の刊行とそれに関連した出版物 
ELF 概念の理解の深化は上述した一般、及び国際ワークショップの発表論文を中心に編集さ

れた Waseda Working Papers in ELF に負うところも大きい。これは H24 年より毎年 1回刊行開
始、H26-H30 年度で更に 5巻を発行(3-7 巻)、現在、H30 年度の発表論文を中心に最終巻、第 8
巻を編集中で、R1年 6 月末刊行予定で準備中である。第 6巻では若手 ELF 研究者であり、分担
者である小中原が、また、7 巻ではこれに加え同じ若手 ELF 研究者の石川が共同編集者として
加わり、ELF 分野での若手研究者の研究参加、及び編集経験を積むことも促進されている。第 2
巻以降は全ての投稿論文は英文となっており、日本における ELF 研究の実態を知り、ELF 自体
への理解を深める意味でも、海外の研究者からも参考にして頂く機会が増加しており、また、
ELF 関連文献はまだ比較的限られている為、国内外の研究者からも貴重な参考文献として言及、
引用されることが多くなっている。国際出版面では、日本の高等教育及びビジネスの現場での
ELF の実態に関する村田の編著書がルートリッジ社から 2015 年 7 月(Murata 2016)に、また EMI
を ELF の視点から考察した村田の編著書が同じくルートリッジ社から 2018 年７月(Murata 
2019)に刊行された。これら、一連の出版物も ELF 概念の理解の深化に大きく貢献している。 
 
② ELF 使用実態の解明 
1) 高等教育、特に EMI 現場での ELF 使用実態の解明 
ELF コミュニケーション現場での実態録音調査に関しては、高等教育現場では H26-28 年度で

は毎年学生インタビューを実施、また EMI の授業録画も H26-29 年に実施、英語を媒介とする授
業(EMI)という環境の中で、いろいろな教育・言語・文化背景を持つ学生たちが、いかに ELF
を用いながら協力的にコミュニケーションを成し遂げているかを明らかにすると同時に、この
過程での学生たちのアイデンテイテイ、ELF によるコミュニケーションへの意識、ひいては英
語力の捉え方の変化を質的分析で詳細に描写することに成功した （Iino & Murata 2016, 
Murata (ed.) 2016, 2019、Murata & Iino 2018, Murata, Iino & Konakahara 2019 参照） 
 

2)ビジネス現場での ELF 使用の実態解明 
ビジネス現場での新しいデータ収集は H29-30 年度に、バンコク及びシンガポールを拠点に活

躍する日系企業等に勤務するビジネスピープルのインタビューを実施、現地語や多言語環境の
中での ELF 使用の実態を調査、この結果は現地日系企業内、及びその他の多国籍企業、国際機
関内での多言語多文化背景の参加者の中での ELF コミュニケーションの多層性、多様性を浮き
彫りにした。(Murata, Iino, Konakahara & Terauchi 2018 参照) 



 
3) EMIや英語に対する学生の姿勢及びビジネスピープルのELF使用の実態と英語及び英語教育
への姿勢 
 上記 1), 2)の高等教育及びビジネス現場での録画、インタビュー調査に加え、H27-29 年度の
3年間は EMI や英語に対する学生の意見を問う学生へのアンケート実施（EMI プログラム、EMI
コースの 2 種類の EMI に参加する学生に対応）、また H28-29 年には、ビジネスピープルの ELF
使用の実態と英語及び英語教育への意見を問う為のアンケート調査を実施、この結果は、その
後のインタビュー実施とも結びつけ,多視点から分析された（Konakahara, Murata &Iino 2016, 
2019, 村田他 2017, 2018, 2019 等参照）。 
 
4)結果の発表と周知 
上記データ分析結果は、H26 年度は第 20回社会言語学シンポジウム(SS20)、第 7回 ELF 国際

学会,米国応用言語学会(AAAL)にて飯野・村田、村田・飯野で共同発表、また H27 年度は第 8
回 ELF 国際学会招待シンポジウムで村田・飯野が発表、言語・教育・多様性会議(LED)でも村田・
飯野で共同発表、H28 年度は第 9回 ELF 国際学会、JACET 国際大会で村田・飯野・小中原が共同
発表、早稲田 ELF 国際ワークショップでは小中原・村田・飯野が発表した。H29 年度は、第 10
回 ELF 記念国際大会で村田・飯野・小中原が, これに加え村田は JACET サマーセミナーで特別
講義を、同じく JACET 国際大会でも海外共同研究者のウィドウソン、サイドルホファー両氏と
共にパネルを組み、ELF 研究の教育的意義について討議した(Murata 2019, Seidlhofer 2018, 
Widdowson 2019 参照)。同年の早稲田 ELF 国際ワークショップでも小中原・村田・飯野で発表
した。H30 年は、第 11 回 ELF 国際大会で村田・飯野・小中原・寺内で発表すると同時に、第 8
回早稲田 ELF 国際ワークショップパネルでも、代表者、分担者、連携研究者がこれまでの総ま
とめの意味で、パネル発表をした。これらの国内外関連学会での研究成果発表は、ELF の研究
の可能性、教育的意義などの考察に大きく寄与し、グローバル時代を踏まえた英語教育及びＥ
ＬＦ使用に関する教育・行政面での認識及び実践と、ビジネス現場でのＥＬＦ使用の現実との
乖離をも明らかにした。 
 
③ 上記研究結果に基づいた ELF に対する意識変革と教育への示唆 
 上述の研究結果に基づいた意識改革は研究者レベルでは、ELF ワークショップへの参加者の
増加、Working Papers やその他の ELF 関係出版物読書による理解の深化によるところが大であ
る。 ELF の研究を希望する若手研究者も増加傾向にあり、また研究者レベルのみならず、学生
の ELF 使用に関する意識も確実に変化しており、加えて、研究代表者は ELF とその関連分野の
World Englishes（WE）を授業の中で EMI の一環として科目として取り上げ、教え、この結果、
受講した学部生レベルでの ELF への理解、意識も高まりつつあることが明らかになっている
(Murata, forthcoming)。この他にも ELF 研究者の中で、授業の一環として ELF を教えながら、
受講者の意識も高めるという試みが増えており(Konakahara 2018),ELF 使用への意識改革と教
育への示唆、実践が着実に進んでいる。 
 
(2)国内外における位置づけとインパクト 
本科研の最終年度、H30 年までに合計 8 回開催した国際ワークショップは ELF 研究に興味が

ある研究者や学生等に広く公開され、多くの参加者があり質疑応答も活発で、ELF と ELF 研究
への理解を深めるよい機会となり、ELF 研究の裾野の広がりが実感できている。また、研究成
果の海外への発信においても、海外で開催される ELF 国際学会や関連学会で研究結果を発表す
る研究分担者も含む若手研究者も増加し、この分野で定評のある国際学術誌 Journal of 
English as a Lingua Franca(JELF)に論文掲載がされた国内若手研究者の数も増加し、確実に
この分野の興味、理解の広がり、研究の発展が観察できる。また、Waseda Working Papers in ELF
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